
平成29年度調査研究結果について 
「中小・小規模事業所におけるメンタル  

  ヘルス対策の現状と課題について」 

山梨県立精神保健福祉センター 

（自殺防止センター） 



はじめに 
•自殺者数を世代別にみると30～50歳代
に、また、職業別には中小企業等の被雇
用者・勤め人に多い。 

•この年代は家庭、職場の両方で重要な位
置を占め、心理的な不安を抱えることが
ある。 

•平成28年度～ストレスチェック制度開始 

 →50人未満事業所は努力義務であり、 

 実態がつかめていない。 
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調査目的 

中小・小規模事業所のメンタルヘルス 

対策の現状と課題について明らかにし、 

 今後、必要な自殺対策につなげること 



調査方法 

１．対象：県内10人以上49人以下の事業所 

      （無作為抽出した1,061カ所のうち 

       有効回答362カ所）            

２．方法：無記名自記式アンケート調査、郵送 

３．期間：平成29年8月15日～8月31日 

４．項目：メンタルヘルス対策の実態、取組 

 状況、ストレスチェック制度の取組状況等 
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倫理面への配慮 

•「個人情報の保護に関する法律」を遵守
し、対象者の匿名性を確保した。 

•対象者には目的及び不利益を生じさせな
い旨を文書で伝えた。 

•調査は「臨床研究に関する倫理指針」に
準拠し、精神保健福祉センター倫理審査
委員会の審査を経て実施した。 



結果：事業所別の全従事者数の割合 

48.1% 

27.6% 

14.4% 
9.9% 

10～19人 20～29人 30～39人 40～49人 
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10～19人の事業所が 

ほぼ半数を占めていた。 



結果：全従事者数中の正規従事者割合 

5.0%  
11.0%  11.6%  13.8%  

58.6%  

0～10% 10～30% 30～50% 50～70% 70～100% 

70～100％未満が 

約6割を占めていた。 



結果：産業別事業所数の割合 

19.1%  

16.6%  

13.8%  13.8%  

10.8%  

6.9%  6.9%  6.6%  
5.5%  
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製造業が約２割 

を占めていた。 



結果：メンタルヘルス不調者の有無 

無, 
76.0%  

有, 
17.1%  

未記入, 
6.9%  メンタルヘルス不調者 

は約2割の事業所に 

存在した。 



結果：メンタルヘルス不調者の休職・退職
の有無（過去１年間にメンタルヘルスの不調者で１か月以上休職又は退職

した従事者） 

無, 
84.0%  

有, 
9.1%  

未記入, 
6.9%  
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メンタルヘルス 

不調を理由に休職・ 
退職した者が約1割
の事業所にいた。 



結果：メンタルヘルス不調の原因 

24.3%  

26.0%  

29.6%  

31.2%  

56.6%  

59.7%  

上司、部下のコミュニケーション不足 

仕事の責任の増大 

仕事、負荷の増加 

家庭の問題 

本人の性格の問題 

職場の人間関係 



結果：メンタルヘルス不調者のその後の状況 

5.8% 

7.5% 

10.6% 

14.6% 

19.9% 

休職を経て復職後、退職した 

休職を経て退職した 

休職せずに通院治療等をしながら働

き続けている 

休職せず退職した 

休職を経て復職をしている 
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結果：休職者が復職する際に問題になった
こと 

1.9% 

1.9% 

4.4% 

6.9% 

7.5% 

15.6% 

21.9% 

31.3% 

主治医から意見聴取の同意を本人から得る

のが困難 

職場復帰に関する就業規則の規定がな

かった 

どこに相談してよいか分からなかった 

上司や同僚の理解が得られなかった 

本人が休職前の職場に復帰することにこだ

わった 

本人に合う適当な業務がなかった 

本人の状態の医学的情報が得られなかっ

た 

どの程度仕事ができるか分からなかった 



結果：対策として実施した取組 

11.9%  

12.2%  

13.0%  

24.0%  

34.0%  

メンタルヘルス不調者を医療機関に紹

介する 

従事者へのメンタルヘルスの教育研

修、情報提供 

対策の実務を担う担当者を置く（事業

主・事業主以外） 

従事者のストレス状況などの把握 

メンタルヘルス不調者の相談にのる 
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結果：対策として必要だと思う取組 

20.4%  

21.8%  

22.7%  

24.6%  

24.6%  

26.8%  

39.0%  

事業主への教育研修、情報提供 

他の外部機関の活用 

従事者への教育研修、情報提供 

医療機関の活用 

調査票による従事者のストレスの状況等の

調査 

職場復帰における支援 

従事者からの相談対応窓口の整備 



結果：ストレスチェック制度を知っているか 

知って 

いる, 
 71.0 % 

知らな

い, 
27.1%  

未記入, 
1.9%  7割以上の事業所が 

ストレスチェック制度 

を知っていた。 
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結果：ストレスチェック制度の実施の有無 

無, 68.0%  

有, 30.4%  

未記入, 
1.7%  

約3割の事業所が 

ストレスチェック制度 

を実施していた。 



結果：ストレスチェック制度の実施担当者 

事業主, 
48.2% 

事業主

以外, 
45.5% 

未記入, 
6.3% ストレスチェック制度の 

実施担当者の約半数は
「事業主」だった。 
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結果：ストレスチェック制度を実施しない理由 

6.9%  

15.9%  

22.0%  

24.0%  

43.9%  

経費がかかる 

従事者の関心がない 

必要性を感じない 

専門スタッフがいない 

取り組み方が分からない 



考察（メンタルヘルス対策の実態） 

 

 

 

 

  

 

 

 

 メンタルヘルス不調者の原因（規模別）10

～19人は「職場の人間関係」が最も多い。 

 規模が大きい事業所ほど、 

 「本人の性格の問題」とされていた。 

 

 先行研究でも規模が大きい事業所ほど、「本人
の性格の問題」とされている。 

 人数が少ない事業所の方が職場の人間関係の
影響が表面化しやすいと考えられる。 
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考察（メンタルヘルス対策の実態） 

 

 

 

 

 

休職者が復職時に問題になったこと→ 

「どの程度仕事ができるか分からない」、 

「本人の医学的な情報が得られない」等 

※49人以下の事業所は産業医の設置義務無し 

  

 本人の客観的な診断等に関する情報が得られ
るような仕組みづくりや既存事業の活用の啓発等
が必要 

 



考察（メンタルヘルス対策の取組） 

 

 

 

 

 

 

メンタルヘルス不調者「無」の事業所でも 

 従事者対象の研修が必要とされている。 

 メンタルヘルス不調者「無」の事業所であっても 
産業保健関係機関が実施している研修及び助成
制度を活用等も含めて啓発していく必要がある。 
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考察（ストレスチェック制度について） 

 

 

 

 

 

 

 

○知っている約7割、実施したのは約3割 

○実施しない理由「取り組み方が分からない」等 

○人事にも関わる立場にある雇用主が事務 

 担当者になっていることも多い。 

○ストレスチェック制度の目的も踏まえた研修等を
雇用主対象に行うことが必要 

○小規模事業所は人事担当者とメンタルヘルス 

担当者の役割を分けた実施体制についても課題 



おわりに 

【今後、必要と考えられること】 

•産業保健、商工労働の関係機関との連携 

•雇用主に対する普及啓発 

•従事者のストレス状況把握の必要性 

•方法（気づき方、傾聴の仕方等） 

•専門機関へのつなぎ方等 
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